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で13.1％、金額で12.8％増加した。カカオ調製品（11.0％）は、数量で4.1％、金額で5.5％の増加と

なった。天然ゴム（10.0％）は、数量で11.0％、金額で42.9％増加した。石油製品（7.5％）は、数量
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
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2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
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で1.9％、金額で33.1％増加した。カシューナッツ（6.1％）は、数量で22.9％、金額で6.7％増加した。

主要輸出相手国は、8.6％を占めるオランダが最大で、カカオ豆、原油を中心に前年比2.9％増加し

た。米国（構成比8.1％）はカカオ調製品、天然ゴムが伸びて43.3％増加。ベトナム（6.0％）はカ

シューナッツの好調で10.9％増加した。日本（0.01％）は19.7％減少し、88位だった。

主要輸入品目別では、原油が最大だが、国外からの原料調達が減少し数量が24.2％の大幅減となっ

たため、油価高騰にもかかわらず、金額では7.1％減となった。構成比も、2020年の13.5％から9.9％

に 縮 小 し た。 一 般 機 械

（7.5％）は、数量で33.4％、

金額で25.0％の増加となっ

た。石油製品（7.3％）は、

数量で21.8％増加するとと

もに、油価高騰が金額を押

し上げ64.6％増加した。鉄

鋼（5.7％） は、 数 量 で

19.5％、金額で40.8％増加

した。魚介類（5.3％）と

コメ（5.2％）は、それぞ

れ数量で11.9％増、29.6％

増、 金 額 で25.2 ％ 増、

27.9％増となった。

主要輸入相手国は、15.4％を占

める中国が最大で、電気・機械・

輸送機器を中心に前年比32.2％増

加した。フランス（構成比9.4％）

は医薬品、小麦、機械機器が伸び

て10.8％増加した。ナイジェリア

（8.9％）は 9 割強を占める原油の

不調で12.0％減少した。日本（2.1％）

は48.5％増加し、14位だった。

■投資は大型案件が寄与し回復基調
コートジボワール投資促進センターの認可ベース統計（鉱物資源・石油・ガス探査と開発、不動

産、金融・保険サービス部門を除く。商業、輸送は 5 億CFAフラン以上の案件のみが対象）による

と、投資件数は前年比37件減の200件、金額は17.5％増の7,420億CFAフランとなった。件数は減少し

たが、投資額の大幅な増加は、2021年に大型案件が認可されたことに起因する。業種別では、道路輸

送（構成比23.2％）、食品加工（16.4％）、建設・土木業（10.9％）、金属加工（8.0％）、電気・ガス生

表 1　コートジボワールの主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万CFAフラン、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

一次産品 4,744,188 5,549,736 65.2 17.0 食料品 1,339,890 1,740,854 22.4 29.9
農畜水産物 32,110 33,663 0.4 4.8 コメ 317,451 405,882 5.2 27.9
輸出用農産物 3,518,825 4,168,298 49.0 18.5 魚介類 329,788 413,001 5.3 25.2

カカオ豆 2,085,475 2,379,508 27.9 14.1 その他 692,651 921,971 11.8 33.1
カシューナッツ 487,683 520,403 6.1 6.7 食料品以外の消費財 1,652,892 2,186,624 28.1 32.3
綿 164,870 236,387 2.8 43.4 プラスチック製品 295,729 366,911 4.7 24.1
天然ゴム 597,241 853,209 10.0 42.9 医薬品 276,757 281,476 3.6 1.7
その他 183,556 178,791 2.1 △ 2.6 石油製品 347,058 571,189 7.3 64.6

鉱物製品 1,193,253 1,347,775 15.8 12.9 乗用自動車 151,846 249,424 3.2 64.3
原油 256,422 316,406 3.7 23.4 その他 581,502 717,624 9.2 23.4
金 842,193 949,650 11.2 12.8 中間財 1,924,986 2,232,022 28.7 16.0
その他 94,638 81,719 1.0 △ 13.7 原油 825,733 766,833 9.9 △ 7.1

加工品 2,423,624 2,820,211 33.1 16.4 鉄鋼 316,272 445,388 5.7 40.8
一次加工品 1,368,169 1,548,145 18.2 13.2 その他 782,981 1,019,801 13.1 30.2

カカオ調整品 885,830 934,178 11.0 5.5 資本財 1,195,513 1,479,062 19.0 23.7
パーム油 122,851 195,916 2.3 59.5 一般機械 466,617 583,224 7.5 25.0
精油 145,812 158,633 1.9 8.8 輸送機器（乗用自動車を除く） 232,250 355,030 4.6 52.9
その他 213,676 259,418 3.0 21.4 電気機器 312,365 308,264 4.0 △ 1.3

加工食品 101,998 110,308 1.3 8.1 その他 184,281 232,544 3.0 26.2
製造品 953,457 1,161,759 13.6 21.8 合計（その他含む） 6,113,284 7,782,282 100.0 27.3

石油製品 479,210 637,827 7.5 33.1
その他 474,247 523,932 6.2 10.5

合計（その他含む） 7,167,811 8,513,747 100.0 18.8
〔注〕2021年の数値は暫定値
〔出所〕コートジボワール税関総局

表 2　コートジボワールの主要国・地域別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万CFAフラン、％）

輸出（FOB) 輸入(CIF)
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

オランダ 715,280 735,992 8.6 2.9 中国 908,260 1,200,809 15.4 32.2
米国 480,184 688,222 8.1 43.3 フランス 658,603 729,521 9.4 10.8
ベトナム 460,161 510,169 6.0 10.9 ナイジェリア 790,381 695,377 8.9 △ 12.0
マリ 380,797 485,168 5.7 27.4 インド 310,160 476,621 6.1 53.7
ベルギー 390,088 474,003 5.6 21.5 米国 246,393 374,085 4.8 51.8
スイス 462,673 460,951 5.4 △ 0.4 ベルギー 123,992 268,490 3.5 116.5
マレーシア 375,787 443,625 5.2 18.1 ドイツ 180,718 237,325 3.1 31.3
フランス 372,044 425,901 5.0 14.5 トルコ 189,118 223,542 2.9 18.2
ブルキナファソ 291,322 334,332 3.9 14.8 スペイン 152,727 183,891 2.4 20.4
ドイツ 316,558 309,018 3.6 △ 2.4 モロッコ 144,157 180,767 2.3 25.4
合計（その他含む）7,167,812 8,513,747 100.0 18.8 合計（その他含む）6,113,284 7,782,282 100.0 27.3

〔注〕2021年の数値は暫定値
〔出所〕コートジボワール税関総局

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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2022 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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（コートジボワール）



産・販売（6.6％）、レンタル・リース業（6.6％）、倉庫・物流（5.5％）、ホテル（4.7％）、医療（4.7％）、

ゴム・プラスチック加工（4.6％）、電気通信（3.2％）などとなっている。

国別では、土木建築やカカオ加工などへの投資により、国内資本が投資額の53.2％を占めた。外国

資本は、オランダ（構成比6.1％）が最大で、次いでモーリシャス（6.0％）、フランス（5.3％）、レバ

ノン（3.8％）、モロッコ（3.2％）、マリ（3.1％）、ルクセンブルク（3.1％）、香港（2.4％）など、投資

元は28カ国・地域となった。

外国企業動向をみると、資源開発では、B 2 ゴールド（カナダ）が新たに金鉱探査権を取得したほ

か、ENI（イタリア）が大規模油田の試掘に成功し、本格的開発に着手した。エネルギーでは、カル

パワーシップ（トルコ）が発電船事業に進出した。製造業では食品分野で、外国企業による投資が活

発で、JBフーズ（シンガポール）がカカオ加工、ヴァレンシー・インターナショナル（シンガポー

ル）とロイヤル・ナッツ（シンガポール）がそれぞれカシューナッツ加工に進出を計画している。フ

リースランド・カンピーナ（オランダ）は、4,000万ユーロをかけて乳製品加工工場の近代化プロジェ

クトに着手。クデイス・アニマル・ニュートリション（オランダ）とニュートレコ（オランダ）はそ

れぞれ、飼料製造に進出する計画だ。コカ・コーラ（米国）は、 1 億ユーロを超える最新鋭工場の設

置を発表。シーボード・グループ（米国）は、1,500万ユーロを投入して、収容力 2 万8,000トンの小

麦貯蔵サイロを増設した。その他製造業では、イヴェコ（イタリア）がバス組立製造、ダスラボーア

（ドイツ）が新型コロナ抗原検査キットの製造、中国製薬大手の復星医薬集団が医薬品製造・物流事

業に進出した。

サービス部門では、フランスの大型スーパーのオーシャンが80店舗の展開を発表した。豊田通商の

子会社CFAOが、フランスのスーパーのリーダープライスがコートジボワールで展開する 5 店舗の

営業権を買収した。西アフリカ地域においてインフラ整備などの優位性が高いコートジボワールへ

は、アフリカ域内経済統合の進展や、EUや英国との経済連携協定を見据えて地域拠点を構える企業

が増えている。一方、コロナ禍の影響で工業用地や発電設備の整備に遅れが出ており、供給不足が懸

念される。ロシア、ウクライナ問題により国際的なサプライチェーン混乱で生産コストが上昇し、原

材料の調達に悩む企業も多い。

■日本との貿易は輸出が大幅増、輸入も増加へ転じる
日本の財務省貿易統計によると、2021年の対コートジボワール貿易は、日本の輸出が9,355万9,000

ドル、輸入が1,273万ドルとなり、それぞれ前年比88.1％増、19.6％増となった。2021年は輸出額の増

加幅が大きかったことから貿易黒字が前年比2.1倍の8,082万9,000ドルに拡大した。

コートジボワールからの輸入額の39.7％を占めるカカオ豆は、数量で12.5％、金額で5.8％増加し

505万3,000ドル※となった。同じく輸入額の39.7％を占めるカカオ加工品は、数量で5.6％増、金額で

7.6％増の505万2,000ドル※となった。魚介類（冷凍魚）は、数量で7.3％増加するとともに、価格高

騰が金額を押し上げ2.7倍の80万6,000ドル※となった。これら 3 品目で輸入額の 9 割弱を占める。

日本からの輸出は、 7 割を占める工業製品のうち主力のバス・トラックが939万8,000ドル（51.0％

増）、乗用車が901万2,000ドル（2.3倍）と大幅に増加した。輸送用機器の好調で需要が高まる新品タ

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所

― 1 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   1 2020/12/04   9:40:31

2022

─3─

（コートジボワール）



イヤなどゴム製品が554万5,000ドル

（20.1％増）となった。また合成繊

維が1,285万4,000ドル（53.1％増）

※、有機化合物が174万9,000ドル

（64.4％増）、非金属鉱物製品が168

表 3　‌�日本の対コートジボワール主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：1,000ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

輸送用機器 10,219 19,595 20.9 91.8 食料品 9,774 10,980 86.3 12.3
自動車 10,130 18,738 20.0 85.0 魚介類 297 806 6.3 171.2

乗用車 3,908 9,012 9.6 130.6 原料品 794 1,732 13.6 118.1
バス・トラック 6,222 9,398 10.0 51.0 合計（その他含む） 10,648 12,730 100 19.6

原料品 10,285 13,978 14.9 35.9
原料別製品 10,773 24,250 25.9 125.1

ゴム製品 4,616 5,545 5.9 20.1
鉄鋼 2,224 893 1.0 △59.8
金属製品 1,944 14,518 15.5 646.8
非金属鉱物製品 1,009 1,681 1.8 66.6
織物用糸・繊維製品 978 1,612 1.7 64.8

一般機械 8,752 14,159 15.1 61.8
原動機 1,798 1,115 1.2 △38.0
荷役機械 2,752 1,586 1.7 △42.4
建設用・鉱山用機械 2,149 9,788 10.5 355.5
ポンプ・遠心分離機 1,033 608 0.6 △41.1

化学製品 3,299 4,500 4.8 36.4
医薬品 2,087 1,437 1.5 △31.1
有機化合物 1,064 1,749 1.9 64.4

食料品 3,854 14,246 15.2 269.6
電気機器 517 863 0.9 66.9
合計（その他含む） 49,740 93,559 100 88.1

〔出所〕 財務省貿易統計　

主要経済指標
①人口：2,760万人（2021年） 2019年 2020年 2021年
②面積：32万2,462km2 ④実質GDP成長率（％） 6.2 2.0 7.4
③１人当たりGDP：2,522米ドル
　（2021年）

⑤消費者物価上昇率（％） 0.8 2.4 4.2
⑥失業率（％） n.a. n.a. n.a.
⑦貿易収支（10億CFAフラン） 1,846.4 1,716.5 1,684.2
⑧経常収支（10億CFAフラン） △790.3 △1,136.4 △1,503.0
⑨‌�外貨準備高（グロス）‌
（10億CFAフラン） 2,497.5 3,139.7 4,154.2

⑩‌�対外債務残高（グロス）‌
（ 1 億米ドル） 151.4 187.2 211.8

⑪‌�為替レート（ １ 米ドルにつき、
CFAフラン、期中平均） 585.9 575.6 554.5

〔出所〕①②④⑤⑨⑩：経済財政省、③⑪IMF、⑦⑧：経済財政省/西アフリカ諸国中央銀行（国際収支統計）		

（お問い合わせ先）

海外調査部　中東アフリカ課　

ORH@jetro.go.jp

万1,000ドル（66.6％増）、織物用糸・繊維製品が161万2,000ドル

（64.8％増）となった。建設需要を背景にブルドーザーなど建設用・

鉱山用機械が978万8,000ドル（4.6倍）、金属製品が1,451万8,000ドル

（7.5倍）と大幅に増加したが、荷役機械が158万6,000ドル（42.4％

減）、鉄鋼が89万3,000ドル（59.8％減）と減少した。また、医薬品

が143万7,000ドル（31.1％減）、原動機が111万5,000ドル（38.0％減）

と不調だった。ニシンやサバなど魚介類（冷凍魚）※は1,420万5,000

ドル（3.7倍）と好調だった。

コートジボワールには、既述のCFAOのほか、商社 3 社、機械機器 2 社、電気機器 1 社、海運 1

社、石油開発関連 1 社、情報通信 1 社など計16社の日本企業が拠点を設置している。進出企業以外で

も、インフラ整備やエネルギー、電気通信、農水産・食品加工での案件開拓や、原料品、食料品、農

業・建設資機材、輸送・医療・機械・電気機器などの販路開拓、既存の代理店との関係強化や、新規

パートナーの発掘などの動きが活発化している。2021年 3 月には日コ二国間投資協定が発効したこと

で、自由で安定した投資環境が約束され、日系企業の活動が促進されることが期待される。

※GTA（グローバル・トレード・アトラス）より抽出（2022年 9 月22日）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。

― 2 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   2 2020/12/04   9:40:31

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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2022 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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